
情報通信審議会 電気通信事業政策部会 電話網移行円滑化委員会 

第１０回会合 議事録 

 

１． 日 時： 平成25年４月15日（月） 14:00－15:30 

２． 場 所： 総務省10階 共用会議室２ 

３． 出席者： （委員） 

東海主査、相田主査代理、石井委員、井手委員、北委員、長田委員 

（ＮＴＴ東西） 

東日本電信電話株式会社 大平相互接続推進部長 

                  北村経営企画部営業企画部門長 

西日本電信電話株式会社 矢野相互接続推進部長 

                  池冨経営企画部営業企画部門担当部長 

(総務省) 

安藤電気通信事業部長、吉田事業政策課長、二宮料金サービス課長、 

齋藤データ通信課長、杉野電気通信技術システム課長、森下番号企画室長、 

吉田事業政策課調査官、海野料金サービス課企画官、 

富岡事業政策課課長補佐、石谷事業政策課課長補佐、 

内藤料金サービス課課長補佐、清水番号企画室課長補佐 

４．議 題： （１）「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方」答申を受けた電話網

からＩＰ網への円滑な移行に関する取組状況 

（２）その他 

 

○東海主査  それでは、定刻より少々早いですけれども、情報通信審議会電気通信事業

政策部会電話網移行円滑化委員会の第10回会合を開催させていただきます。委員の皆

様、そして、事業者の皆様、お忙しい中、ありがとうございます。 

審議に先立ちまして、恐縮でございますが、総務省の人事異動についてお知らせ願い

たいと思います。 

○石谷課長補佐  事務局の石谷でございます。前回の会合以後、弊省での人事異動に伴

い、着任しました者を紹介いたします。まず、事業政策課調査官に吉田が着任しておりま

す。 
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○吉田調査官  事業政策課の吉田でございます。着任と申しましても、昨年の８月でござい

まして、前回のこの委員会、８月６日に開催されまして、その後に事業政策課に着任してお

ります。改めましてよろしくお願いいたします。 

○石谷課長補佐  続きまして、料金サービス課企画官に海野が着任しております。 

○海野企画官  海野でございます。同様に昨年８月に着任しております。よろしくお願いい

たします。 

○石谷課長補佐  以上でございます。 

○東海主査  ありがとうございました。 

それでは、議事に移らせていただきます。本日の会合では、昨年８月の第９回会合に引

き続きまして、平成 23 年 12 月 20 日の情報通信審議会答申を踏まえ、答申以後における

電話網からＩＰ網への円滑な移行に関する取組の状況について、調査審議を行いたいと思

っております。本日は、事務局からの説明に加えまして、移行の当事者でいらっしゃるＮＴ

Ｔ東西さんにもご出席をいただきまして、その取組の状況についてご説明をいただくことと

いたしておりますので、事務局とＮＴＴ東西さんからご説明をいただいた後、委員の自由討

議とさせていただくことにしたいと思っております。 

それでは、まず、事務局から、ＮＴＴ東西さんのご出席者についてご紹介をお願いいた

します。 

○石谷課長補佐  それでは、まず、本日のご出席者についてご紹介させていただきます。

本日は、東日本電信電話株式会社より、相互接続推進部長大平弘様。 

○東日本電信電話株式会社（大平部長）  よろしくお願いいたします。 

○石谷課長補佐  経営企画部営業企画部門長北村亮太様。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  よろしくお願いいたします。 

○石谷課長補佐  また、西日本電信電話株式会社より、相互接続推進部長矢野健剛様。 

○西日本電信電話株式会社（矢野部長）  よろしくお願いいたします。 

○石谷課長補佐  経営企画部営業企画部門担当部長池冨保様。 

○西日本電信電話株式会社（池冨担当部長）  よろしくお願いいたします。 

○石谷課長補佐  にお越しいただいております。本日は、どうぞよろしくお願いいたします。 

それでは、続きまして、事務局より、取組状況の説明に入らせていただいて、よろしいで

しょうか。 

○東海主査  どうぞ。 
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○石谷課長補佐  それでは、事務局から配付いたしました資料についてご説明させていた

だきます。配付資料といたしまして、議事次第に続きまして、右肩に資料 10－１と書いてご

ざいます「『ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方』答申を受けた電話網から

ＩＰ網への円滑な移行に関する取組状況」がございます。その後、資料 10－２といたしまし

て、ＮＴＴ東西様の説明資料、「電話網からＩＰ網への円滑な移行に関する取組状況につ

いて」を配付させていただいております。過不足等ございましたら、今、ご連絡いただけま

すと幸いでございます。よろしいでしょうか。 

よろしいようでしたら、まず、事務局より、資料 10－１に沿ってご説明をさせていただき、

続きまして、ＮＴＴ東西様に資料 10－２のご説明をお願いするという形をとらせていただけ

ればと思っております。 

それでは、早速ですが、資料 10－１でございます。本日は、主査のお話にございました

とおり、昨年８月の第９回会合に引き続きまして、答申以後の取組状況についてご説明さ

せていただきたいと思います。答申から１年以上、前回の委員会から半年以上経過してい

ることもございますので、まずは、答申の内容につきまして、改めて簡単にご説明させてい

ただければと思います。 

それでは、資料 10－１の１ページ目をお開きください。 

こちら、答申第１編「電話網からＩＰ網への円滑な移行の在り方」の概要とございますけれ

ども、ここでは、一昨年 12 月にいただきました答申のうち本委員会に関する部分の概要に

ついて記載させていただいております。ＮＴＴ東西は、ＰＳＴＮすなわち電話網、からＩＰ網

すなわちＮＧＮへの計画的な移行について、2020 年ごろから移行を開始し、2025 年まで

に完了する旨の方針を示した概括的展望というものを 2010 年の 11 月に公表しているとこ

ろでございます。本委員会におきましては、これを受けて、ＮＴＴ東西のＰＳＴＮが有する基

本サービスの提供、競争基盤の提供、ハブ機能の提供といった基幹的な機能に関し、今

後、ＮＧＮへと移行を進めていくに際して必要となる対策等につきまして、整理、提言をい

ただいたというところでございます。 

答申につきましては、資料のとおり、大きく４つの項目について審議いただき、答申にま

とめていただいたところでございます。 

まず、１番目の総論でございますけれども、ＮＴＴ東西の移行計画の妥当性について検

証等を行っていただいております。総論におきましては、１つ目に書いてございますとおり、

ＮＴＴ東西の電話網からＩＰ網への移行を早期かつ円滑に実現するためには、関係者が必
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要な対策、例えば利用者への周知や競争ルールの策定等を前倒しで行っていくことが望

ましいとされているところでございます。また、２つ目でございますけれども、ＮＴＴ東西の移

行計画である概括的展望については一定の妥当性が認められるが、各サービスの廃止時

期等の詳細が明らかになっていない等、関係者が実際に移行する上で十分な計画とはな

っておらず、ＮＴＴ東西は、現在の計画について継続的な検証を行うとともに、必要に応じ

て見直しを行っていくことが適当とされたところでございました。 

次の２番目の利用者対応でございますけれども、利用者対応におきましては、現在、ＰＳ

ＴＮを通じて提供されているサービスの利用者にとって、移行に当たって必要となる情報や

低廉な代替サービス等が提供されることが重要であることを踏まえまして、円滑な移行に向

けて、ＮＴＴ東西は、移行後も維持されるサービスや代替サービスが利用者にとって低廉で

よいものであるように努めた上で、個別サービスの廃止時期等、利用者が移行を行う上で

必要と考えられる情報を速やかに提供していくこと等が求められるとされているところでござ

います。 

次の３番目の事業者対応でございますけれども、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行は、電気通

信市場全体の競争環境にも大きな影響を与えることとなることから、現在、ＮＴＴ東西のＰＳ

ＴＮに接続して事業を営む事業者が、ＩＰ網においても公正な競争環境のもと、多様・低廉

なサービスを提供すべく必要な対策を講じられるようにすることが重要ということで、ＰＳＴＮ

において確保されていた競争環境の維持や、ＮＧＮにおける競争環境の整備等を行うた

めの必要な措置をとることが適当とされているところでございます。具体的には、事業者対

応の２つ目にございますとおり、ＩＰ網への移行に対応したコロケーションルールの見直し、

メタル回線コストの在り方、緊急通報を含むハブ機能の在り方、コア網のＩＰ網への移行を

踏まえた番号ポータビリティの扱いといった幾つかの課題について整理がなされているとこ

ろでございます。 

そして、４番目のフォローアップでございますけれども、ＩＰ網への移行を円滑化する観点

からは、適時適切に検討を行っていくことが重要であるため、2012 年以降も電話網移行円

滑化委員会を存置した上で、委員会として一定のデータを整理し、関係者から状況を聴取

することが適当とされたところでございまして、これを踏まえて、昨年８月の第９回、そして、

今回の委員会を開催させていただいているというところでございます。 

答申の概要につきましては以上のとおりでございますが、総務省としましては、この答申

を受けまして、ＮＴＴ東西が講ずるべき措置につきまして、現在の計画に関する継続的な
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検証、利用者に対する具体的な移行対策の策定状況、ＮＧＮのオープン化、ＩＰ網への移

行に対応したハブ機能の実現や番号ポータビリティの実現に向けた事業者間協議の場も

活用した検討状況等につきまして、半年ごとに総務省に報告することを求めたところでござ

います。 

次ページ以降では、こうしたＮＴＴ東西から総務省への報告の内容も踏まえまして、総論、

利用者対応、事業者対応といった答申の柱の順番に沿いまして、それぞれ取組状況を説

明させていただければと思っております。 

それでは、次のページにおめくりいただければと思います。 

２ページ目では、総論と利用者対応に関する取組状況について記載させていただいて

いるところでございます。まず、１つ目の総論でございますけれども、総論では、先ほど申し

ましたように、ＮＴＴ東西のマイグレーションの計画である概括的展望、関係者との協議の

実施状況について検証するということとなっておりました。 

１つ目の四角のＮＴＴ東西の「概括的展望」でございますけれども、ＮＴＴ東西から、先ほ

ど申しました要請を受けた検討状況について昨年 12 月に報告を受けているところでござ

いますけれども、現時点において、計画を見直すような大きな技術動向や市場環境の変化

はないため、公表した計画どおり進めていく考えであるということです。今までの内容に変

更はないという報告を引き続き受けているところでございます。 

続きまして、２つ目の四角の関係者による合意形成でございますけれども、こちらにつき

ましては、2011 年６月から開催されている「ＰＳＴＮマイグレーションに係る関係事業者間の

意識合わせの場」の中で、引き続き、関係事業者との協議が実施されているということでご

ざいます。これは、現在までに計 12 回開催されているところでございまして、この関係事業

者との協議の内容や進め方につきましては、本日は、ＮＴＴ東西からの説明の場を設けさ

せていただいておりますので、詳細につきましてはＮＴＴ東西から説明をお願いしたいと考

えております。 

総論については以上でございます。 

続きまして、「利用者対応」に関する取組状況という大きな四角がございます。利用者対

応に関しましても、総務省からＮＴＴ東西に対して要請を行っておりまして、具体的には、

実施時期、実施主体、手法等を含む利用者に対する具体的な移行対策の策定について

速やかに検討を行い、昨年 12 月末までに移行対策の内容について総務省に報告するこ

とを求めておりました。今回は、その報告の内容について説明させていただきたいと思いま

－5－ 



す。 

円滑な移行に向けた取組でございますけれども、ＮＴＴ東西は、移行後、維持・廃止され

るサービスについて、ＰＳＴＮマイグレーションに先立って順次提供終了見込みのサービス、

ＰＳＴＮマイグレーションと合わせて提供終了見込みのサービス、そして、提供を継続する

サービス、この３つに分類しているところでございますけれども、報告では、このうちＰＳＴＮ

マイグレーションに先立って順次提供終了見込みのサービスにつきまして、１つ目の点に

書いてありますとおり、既に利用者への周知、代替サービスの提案を順次進めているところ

であり、2015 年度までを目処にサービスを終了する計画を立てて、移行対策を進めている

ということでございます。この具体的な移行対策につきましても、後ほどＮＴＴ東西から説明

を行っていただければと思っております。 

また、提供を継続するサービス、そして、ＰＳＴＮマイグレーションと合わせて提供終了見

込みのサービス、これらにつきましては、２つ目の点にありますとおり、利用者の利用実態

をヒアリングしながら、移行に係る課題を抽出し、具体的な移行対策を策定中といった状況

でございます。こちらにつきましても、後ほど進捗状況につきまして、ＮＴＴ東西からご説明

を行っていただきたいと思っております。 

なお、この箇所の参考といたしまして、資料 10－１の３ページ目から５ページ目でござい

ますけれども、簡単に、個別サービスの契約数等の推移につきまして、平成 19 年（2007

年）からの推移を記載させていただいております。個別の数字につきましては、詳細、説明

は今回省かせていただきますけれども、後ほどのＮＴＴ東西からの移行対策に関するご説

明の際に、それぞれのサービスの契約数等がどのような推移をたどっているかについて、

参考としてあわせてご覧いただければと思っております。 

２ページに戻っていただきまして、利用者対応の最後の部分でございますけれども、総

務省は、ＮＴＴ東西対して、先ほどの３つの維持・廃止されるサービスの分類につきまして、

市場環境の変更等により変更が生じることがあれば報告するよう求めておりました。こちら

については、現時点では見直すような技術動向や市場環境の変化のないことから、公表し

た計画どおり進めていく考えであるという報告を受けているところでございます。 

以上が現状の利用者対応の取組状況というものでございます。 

続きまして、６ページにお移りいただきまして、「事業者対応」に関する取組状況につい

て、事務局より説明させていただきたいと思います。事業者対応の取組につきましては、私

に代わりまして、料金サービス課課長補佐の内藤からご説明させていただければと思いま
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す。 

○内藤課長補佐  それでは、引き続きまして、６ページの「事業者対応」に関する取組状況

につきまして説明させていただきます。 

まず、大きく４項目の柱があるのですが、１点目がメタル回線コストの在り方でございます。

ブロードバンド答申等を踏まえ、ＮＴＴ東西において、2011 年度末時点における未利用芯

線、耐用年数、費用の配賦方法に係る調査を実施していただき、これについて報告を受け

まして、それを受け、総務省において検討会を開催しておりました。これが「メタル回線のコ

ストの在り方に関する検討会」でございまして、昨年の 11 月から開催しております。３月の

第４回検討会において報告書（案）を取りまとめており、先週の金曜日まで意見募集を行っ

ておりました。 

７ページ以降に、検討会についての概要を示しておりますので、簡単にご紹介をさせて

いただきたく存じます。 

背景につきまして、簡単にご紹介いたしますと、加入電話、直収電話、ＤＳＬ、これはい

ずれもメタル回線に係るサービスでございますけれども、これらについて契約数は近年減

少を続け、2011 年度はそれぞれ年約９％、約８％、約 18％の前年度比の減少となっており

ます。こうしたメタル回線の需要減少により、ＮＴＴ東西のドライカッパ接続料に実質的な影

響が発生としております。これは接続料というものが費用を分子に需要を分母としていると

いうことで、分母の減少があまりに大きいと、費用が減少してもそれを上回って接続料が上

昇してしまうというためでございます。  

最後の 10 ページにドライカッパ接続料の推移を簡単にお示ししておりまして、実は、顕

著となっているのは 2011 年以降なのですけれども、2010 年度から 2011 年度にかけての

減少は、過去に耐用年数の見直しを行った経緯がございまして、それにより一時的に費用

が減っていることによるものでございます。したがって、こういった 2011 年度の接続料の減

少が特殊要因によるものであるということを除くと、実際には 2009 年度以降、一貫して上昇

基調が続いているという状況となっております。 

また７ページにお戻りいただいて、背景の２つ目でございますけれども、一方で、依然と

して、ＤＳＬサービスについては、昨年の６月末の時点で 634.4 万契約となっており、いま

だ光サービスが提供されてない地域においては、固定ブロードバンドの唯一の選択肢とな

っている場合も存在するということでございます。したがって、接続料の上昇に伴い値段が

上がってしまうことによって、固定ブロードバンドの利用に関し、非常に不便をこうむる利用
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者が生じることがあり得るということでございます。 

３点目として、こうした状況を背景に、2011 年 12 月の情報通信審議会答申、いわゆるブ

ロードバンド答申でございますけれども、当該答申におきましてメタル回線接続料算定の

在り方について、①未利用芯線コストの扱い、②メタルの耐用年数、③施設保全費のメタ

ル回線と光ファイバの回線の配賦方法といったコストの検証を行い、さらなる適正化に向け

た検討を行っていくことが適当とされたところでございます。 

これを踏まえて、昨年の検討会で、当初検討内容を項目として挙げたものが、２の検討

内容の４項目となっております。１つ目が未利用芯線コストの扱いで、若干詳述させていた

だきますと、2010 年度末にメタルケーブル芯線利用率が 35.8％までに低下し、今後も低

下し続ける見込みの中、未利用芯線に係る費用を接続料原価に計上することが適切か、と

いうものでございます。２つ目のメタル回線に係る耐用年数につきましては、ドライカッパ接

続料の算定においては、メタルケーブルについて、13 年の法定耐用年数に基づき減価償

却費が算定されているところ、経済的耐用年数の適用により、実態に即した減価償却とす

ることができないか、というものでございます。３点目がメタル回線と光ファイバ回線への配

賦方法でございますけれども、施設保全費がメタル回線の接続料の費用の大宗を占めて

いるものでございますけれども、こちらにつきましては、故障件数比や総芯線長比、芯線と

いうのは、ケーブルの中に入っている一本一本の細い線になっております。これはメタルケ

ーブルの場合には、かなり数百から数千という規模の芯線が入っているものもございます。

こういった形で、芯線長比により費用が案分されているため、光ファイバ回線と比べ、未利

用芯線が多いメタル回線コストが大きく配賦されております。これらを、より適切に見直すこ

とができないかという観点が、ブロードバンド答申における検証項目だったのですけれども、

検討するに当たりまして、４点目として、回線管理運営費の扱いというものを加えております。

この回線管理運営費については、※で注釈をつけておりますけれども、これは接続事業者

が利用する回線の管理及び接続料の請求に係る機能というものになっています。つまり、

接続料を算定・請求したりするための費用ということで、接続事業者のみが負担する費用と

なっており、回線の接続料と別途算定が行われております。こちらにつきましては、本文の

説明に入りますけれども、接続機能ごとではなく、つまり、光ファイバ、ドライカッパあるいは

ラインシェアリングといった機能ごとではなく、ラインシェアリングを除くメタル回線及び光フ

ァイバで平準化しているというところ、現在の状況を踏まえ、接続機能ごとに見直すことがで

きないかということでございます。現状では平準化されているため、結果として、需要の多い
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メタル回線の方が、光ファイバの分のコストも引き受けているという現状がありますところ、こ

れを見直すことができないかという論点を設けております。 

このような検討項目を挙げて、３、４のところに入りますが、構成員等とスケジュールにつ

いては、次のページのとおりでございます。構成員につきましては、当委員会の主査であり

ます東海先生に座長についていただき、また、相田主査代理にもこちらの検討会にご参加

いただいております。そして、スケジュールといたしましては、昨年 11 月から３月 14 日まで、

ワーキンググループも含めて５回会合を開催しており、各論点について一通り検討を行い、

意見募集を実施したところでございます。意見募集自体は終わっており、それを踏まえて、

今後５月に報告書を決定するという予定となっております。 

次に、１枚おめくりいただきまして、９ページでございますが、報告書（案）の概要を簡単

に１枚にまとめております。結論から申し上げますと、コストの見直しの結果、2014 年度及

び 2015 年度のメタル回線の接続料については、一定程度の引き下げの目処がついたと

いうことでございます。引き下げというのは、現状よりも引き下げということでございまして、

実際に対前年度比で下がるということではなく、見直しにより一定程度の引き下げ効果があ

るということを意味してございます。 

検討項目は、先ほど挙げたものに（１）から（４）までは対応しております。報告書（案）で

は、１点目の未利用芯線コストの扱いに関して、まず、未利用部分がたくさんあるということ

なので、そもそも撤去を物理的にできないかというところについては検討しましたが、経済

的には合理的でないだろうという整理になっております。次に、有姿除却等による会計上

の対応については、そういった未利用部分のコストを除くことができないかということについ

て検討いたしましたが、これも現状においては適用困難であるといったこととなっておりま

す。これらにより、未利用芯線に係る費用を接続料原価から直接除くということは困難であ

ろうという結論となっております。他方、新規投資というものが現状でもメタルケーブルにつ

いて続けられておりますけれども、この際には、効率化による費用低減に努めることが求め

られるとしております。 

２点目の耐用年数でございますが、メタルケーブルについては、非常に古い、20 から 30

年たっているものがかなり多数を占めるということ分かっております。この現状を踏まえて、

耐用年数の見直しをできるかできないかという点に関し、現在、ＮＴＴ東西においてそれぞ

れご検討いただいているという状況でございまして、これについては、社内の手続等もござ

いまして、５月の検討会において報告をいただける予定と伺っているところでございます。 
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３点目の配賦方法でございますけれども、ケーブル保守費用については、故障修理件

数比から故障修理稼働時間比等に見直すということで、メタルケーブルと光ファイバについ

て一体として保守費用が計上されているものを、ドライバーによって配賦をしているのです

が、例えば単なる件数比から、修理時間も加味したものに見直すといったことにより、光とメ

タルで実際に故障修理の時間が違うという点に着目にして、より精緻なものにするというも

のです。また、電柱等・土木設備に係る費用については、土木設備というのは、地下の管

路、とう道の費用となっておりますけれども、これらに係る費用について、今までケーブル長

比等を用いていたものを契約者数比に見直すといったことができるのではないかというもの

になっておりまして、これは 2011 年度実績に基づく試算によると、これを 2012 年度と 2013

年度の会計に反映した場合、メタル回線のコストにおいて NTT 東西合計で約 265 億円相

当の費用削減効果があろうということになっております。 

４点目の回線管理運営費の平準化につきましては、平準化の見直しというものをする余

地はあるのですけれども、先ほどのメタルケーブルと光ファイバの間のその配賦方法の見

直しを行うことによって、光ファイバの接続料原価に影響があるという見込みとなっておりま

して、それに加えて、この回線管理運営費の見直しを実施する場合には、光ファイバ接続

料への影響が非常に大きいという判断に至りました。したがって、これを配賦基準の見直し

と同時に回線管理運営費の平準化を見直しするということは困難であろうという結論となり、

見直しをするか否かの判断は現時点では行わないことが適当であるとなっております。 

最後に、この見直しの実施の方向性という論点を立てておりますけれども、先ほど申し上

げたとおり、配賦方法については、結果として、メタル回線のコストを光ファイバ回線のコス

トに移す効果が生まれることになりまして、この影響緩和のための措置が要るのではないか

という論点が検討会の中で上がっております。この中では結論いたしまして、光ファイバの

費用増となる部分があるので、接続料算定に際し、光ファイバ接続料が前年度よりも上昇

する結果となる場合には、影響緩和の必要性を検討することが適当であろうとしております。

このほか、これまでドライカッパ接続料については、需要減に伴って接続料の上昇というも

のが比較的大きくなってしまうということもございますので、情報開示によって、メタル回線

接続料の予見性を高めることが必要であるということで、幾つかの情報開示項目を接続料

算定よりも早い段階での開示を求めようとなっているところでございます。 

以上がメタル回線のコストのあり方に関する検討会についての概要でございます。 

６ページにお戻りいただけますでしょうか。２項目目のＮＧＮにおける競争環境の整備で
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ございますけれども、こちらについては３項目ございます。 

１つ目がＮＧＮの中継局接続機能、収容局接続機能について、こちらについては、細分

化等、要は１０Gbps のポートしかないものを細分化したり、中継局接続については、接続

点が東西各１カ所、予備のものがもう１カ所ずつございますが、それを増やせないかという

論点を議論しているところでございます。この点については、先ほど石谷から紹介したＰＳＴ

Ｎマイグレーションに係る関係事業者の意識合わせの場において議論が進められていると

いうところでございます。詳細については、この後のＮＴＴ東西の説明資料において説明が

されているところでございますので、ここでは割愛させていただきます。 

２点目、３点目もそれぞれ個別協議ということになっておりまして、まず、ＮＮＩにおける通

信プラットフォーム機能のオープン化という点につきましては、これは個別に要望している

事業者がおられるということで、それぞれＮＴＴ東西と明確化、具体化に向けた協議が行わ

れている状況となっております。これも詳細は後ほど別途ございます。ＳＮＩにおける通信プ

ラットフォーム機能のオープン化につきましては、ＮＴＴ東日本において、今年の１月から中

小規模事業者が利用しやすいようなＳＮＩメニューの提供に関する要望を受けたことを踏ま

え、より小規模な情報通信ニーズに対する映像配信メニューの提供を開始しているというこ

とでございます。これもサービスの詳細等については、後ほどの NTT 東西の説明に譲りた

いと存じます。 

３つ目の柱が緊急通報を含むハブ機能の在り方でございます。こちらにつきましても、先

ほど触れたＰＳＴＮマイグレーションに係る関係事業者間の意識合わせの場において議論

が進められているというところでございまして、まだ結論を得るには至っておりませんけれど

も、途中経過について、後ほどＮＴＴ東西様よりご紹介がございます。 

最後に、コア網のＩＰ網への移行を踏まえた番号ポータビリティの扱いにつきましても、同

様に、ＰＳＴＮマイグレーションに係る関係事業者間の意識合わせの場において議論が進

められているということで、こちらも若干の議論の進捗がございますので、詳細については、

後ほどのご紹介に譲りたいと思います。 

以上が事業者対応に関する取組状況となっております。 

事務局からの資料の説明は以上でございます。 

○東海主査  ありがとうございました。以上が事務局、行政の方からのご説明でございます。

引き続きまして、当事者でいらっしゃる東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株

式会社のご両社からご説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 
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○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  ＮＴＴ東日本の北村でございます。東西合わ

せまして、私からご説明をさせていただきたいと思います。説明に多少お時間いただきま

すことをご了承いただきたいと思います。 

早速資料に沿ってご説明させていただきます。 

次のページをごらんください。目次でございますが、本日は、大きく利用者対応と事業者

対応の２つに分けてご説明させていただきたいと思っております。次のページを飛ばしまし

て、１ページをご覧ください。 

まず、電話網からＩＰ網への円滑な移行に関する利用者対応といたしまして、当社は、

2010 年 11 月に概括的展望を公表いたしまして、提供を継続するサービスと、ＰＳＴＮマイ

グレーションと合わせて提供を終了見込みのサービス、ＰＳＴＮマイグレーションに先立って

順次終了見込みのサービスの３つに分類した上で、その時点で見通せる移行スケジュー

ルをお示ししたところでございます。この３つのサービス分類につきまして、先ほど事務局

からご説明もありましたけれども、今後の技術動向や市場環境の変化等があれば、適宜柔

軟に現在の計画を見直し公表していく考えですが、現時点においては、これを見直すよう

な大きな技術動向や市場環境の変化はございませんので、公表した計画どおり進めてま

いりたいと思っております。 

まずは、そのＰＳＴＮマイグレーションに先立ち順次終了見込みのサービスにつきまして

は、既にお客様への周知、代替サービスのご提案を順次進めているところでございまして、

2015 年度までを目途にサービス終了をする予定としております。また、提供を継続するサ

ービス、ＰＳＴＮマイグレーションと合わせて提供を終了する見込みのサービスにつきまして

は、現在、お客様の利用実態をヒアリングしながら、移行に係る課題を洗い出しまして、具

体的な移行対策を策定しているところでございます。 

それでは、２ページをご覧ください。２ページ目は、サービスの分類の考え方でございま

すが、これは以前からお話しさせていただいているとおり、ＰＳＴＮで提供する基本的なサ

ービスにつきましては、マイグレーション後においても、ＩＰ網で提供を継続していくというこ

とでございます。ただし、お客様のご利用の移行が見込まれるようなサービスにつきまして

は、お客様の十分な周知期間をとった上で、ＰＳＴＮマイグレーションや個々のサービスを

提供する装置の寿命に合わせて提供を終了していきたいと考えております。 

３ページをご覧ください。ここから主なサービスの具体的な取組状況と課題についてご説

明させていただきます。まず、ネーム・ディスプレイ、このサービスはナンバーディスプレイ
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のオプションサービスでございまして、契約者の電話機のディスプレイに発信者の会社名

や名前を表示するサービスでございますが、このサービスにつきましては、平成 23 年８月

に新規販売停止とサービス終了を公表いたしまして、予定どおり、平成 25 年２月末にサー

ビスを終了いたしました。それまでの取組といたしましては、お客様への周知については、

請求書へのチラシ同封を３回、ダイレクトメールを２回実施いたしまして、サービスの終了や

その代替サービスといったものをご案内してまいりました。ダイレクトメールの送付に当たり

ましては、問い合わせ受付センターというのも設置し、お客様からのご相談にも対応してき

たところでございます。また、関係団体を通じまして、その端末のメーカーにも働きかけまし

て、平成 23 年 10 月から端末機器へチラシを同封して端末購入者への周知も実施してき

たところでございます。これらの対応を実施いたしまして、東西合わせて約 19 万契約残っ

ていたわけでございますが、サービス終了後の問い合わせは数十件程度でございまして、

内容としても、ダイレクトメールを見たお客様からの内容確認といったものがほとんどでござ

いまして、お客様からのクレームといったものはありませんでした。 

４ページ目をご覧ください。次に、信号監視通信サービスについてご説明させていただ

きます。信号監視通信サービスというのは、お客様宅内から常時送出する監視信号をＮＴ

Ｔビル内の信号検出装置により監視いたしまして、断線等の異常が発生した場合に、監視

センタ等に通知する警備会社様向けのサービスでございます。本サービスをご利用されて

いる警備会社様には、代替サービスといたしまして、右側にあるような光・ＩＰを通じてセンタ

側から監視信号を定期的に送出する監視するサービスや携帯電話のパケット網を通じまし

てセンタに通知を行う監視サービスを、勧奨をしているところでございますが、一部の警備

会社様から、当社のＩＰ網で断線を検知する機能の要望を受けておりまして、弊社がお客

様宅内端末を監視信号にて監視し、アクセス回線の断線等を確認した場合に警備会社様

に通知する、光回線監視サービスについて今年度上期を目途に提供する予定としており

ます。 

５ページをご覧ください。続きまして、オフトーク通信サービスについてご説明させていた

だきます。オフトーク通信サービスは、電話サービスを利用していない空き時間を利用いた

しまして、その空き時間帯に情報提供センタから、地域情報ですとか、生活情報等の各種

情報について、電話回線を通じて提供を可能とするサービスでございます。代替サービス

がご必要なそのお客様には、役場等のセンタ拠点から各家庭等に対しまして、フレッツ光

や広域ＷｉＦｉで災害時の防災情報ですとか、右側の絵の上段になりますが、平常時の地域
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の情報等を配信するＩＰ告知サービス、あるいは無線を使った防災無線などをご提案いた

しまして、全てのお客様からサービス終了についてご了解をいただいているところでござい

ます。これらの取組によりまして、平成 25 年１月に新規販売停止とサービス終了を公表し、

平成 25 年２月に新規販売を停止したところでございまして、平成 27 年２月末にはサービ

スを終了したいと考えております。 

ここまでがＰＳＴＮマイグレーションに先立ちまして順次提供を終了するサービスの主なも

のを挙げさせていただいております。 

６ページ目をご覧ください。ここから、ＰＳＴＮマイグレーションと合わせて提供を終了する

見込みのサービスについてご説明させていただきたいと思っております。 

まず、ＩＳＤＮでございますが、ＩＮＳネットにつきましては、我々としては、新規加入促進キ

ャンペーン等によりまして、料金面での移行障壁を下げることで、お客様の自発的なフレッ

ツ光への移行を促進しているところでございます。また、お客様の不利益を未然に回避い

たしまして、将来の移行を円滑に実施する観点から、例えば、新規申込みあるいは移転申

込みのお客様に対しまして、サービスの終了と代替サービスのご案内を実施しているところ

でございます。ＩＮＳの大宗を占めるのは、実は事務用のお客様でございまして、約９割弱

のお客様が事務用でお使いになっていらっしゃるわけでございますけれども、いわゆる２回

線目の電話としてご利用されているケースが多い状況ございますので、下表等にもありま

すとおり、代替サービスの一つとして料金水準がほぼ同等のフレッツ光ライトとひかり電話と

いったものを組み合わせたサービスをご案内いたしまして、移行をご案内しているところで

ございます。こうした事務用のお客様への移行勧奨をしていく中で、ひかり電話ではなかな

かＩＳＤＮ専用機器を利用できないといったような課題がございましたので、ＩＳＤＮ専用機器

をご利用のお客様向けにひかり電話対応のＩＳＤＮ変換アダプタといったものを開発いたし

まして、東日本におきましては平成 24 年５月、西日本におきましては平成 24 年６月に販

売を開始したところでございます。また、自社端末に加えまして、他社端末の検証を実施い

たしまして、アダプタを利用可能なその対象端末といったものも拡大を図っているところで

ございます。 

７ページ目をご覧ください。これもＩＮＳネットの話でございますが、ＩＮＳネットにつきまし

ては、業界団体がシステムの要件としてＩＳＤＮの利用を求めている事例とか、あるいはお

客様の現行システムがＩＳＤＮを前提としているような事例がございます。例えば、下表にも

ありますように、銀行のＡＴＭなどにつきましては、メーンの回線としてフレッツ光やビジネス
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イーサなどをご利用いたしまして、バックアップとしてＩＮＳをご利用されている事例、あるい

はビル管理会社や、エレベーター監視におきましては、配管がなくてなかなか届かないと

かといったような場合には、フレッツ光や無線で対応ができず、ＩＮＳをご利用されていると

いった事例がございます。こうした課題につきましては、各々の業界における利用実態を

把握した上で、業界団体あるいはベンダ様とも対応していく必要がありまして、お客様個々

のシステム更改時期に合わせて、移行のご案内を実施していきたいと考えているところで

ございます。 

８ページ目をご覧ください。前のページにもありましたように、配管がない等の理由で光

開通が困難なテナントビルといったところにございましては、建物の壁に穴をあけることなく

屋内への光ファイバの引き込みを可能とするような隙間配線インドア光ファイバといったも

のの活用や、あるいは設置場所への配管がない物件であっても、階段での露出配線を可

能とするような階段配線工法の導入等によりまして、この光普及の拡大にも促進していると

ころでございます。 

９ページ目をご覧ください。続きまして、事業所集団電話、いわゆるビル電話につきまし

てご説明させていただきます。ビル電話、事業所集団電話につきましては、お客様収容ビ

ル内におきまして、ＰＢＸ等の設備を準備してなくても、内線通話とか、短縮ダイヤル等の各

種付加機能をＮＴＴの交換機側で提供するサービスでございます。個別にお客様をご訪

問いたしまして、サービスの終了と代替サービスの一つとして、同一契約者間の通話が無

料となるようなフレッツ光とひかり電話オフィスＡというものをご説明し、移行をご案内してい

るところでございますが、その同一グループ内で複数のお客様がご利用いただいているた

めに、なかなかそのお客様間の移行への合意形成に時間を要するようなケースや、お客

様固有の利用形態、例えば、広大な敷地にある建物間を内線電話で利用しているようなお

客様もおりまして、このようなお客様に対しては、今後、個社ごとの利用実態あるいはシス

テム構成等のヒアリングを進めまして、移行対策等を個別に考えてまいりたいと考えている

ところでございます。 

続きまして、１０ページ目をご覧ください。ここでは、ノーリンギング通信というものについ

てご説明をさせていただきます。ノーリンギング通信サービスというのは、加入電話回線を

介して無鳴動で端末を呼び出しまして、契約者であるセンタユーザー、具体的には電力会

社様等がいわゆる検針を行うようなサービスでございますけれども、各家庭に設置されてい

るメーターの遠隔検針を効率的に行うことが可能なサービスでございます。これにつきまし
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ても、この加入電話がどんどん減少していく中で、ノーリンギング通信自体の利用数という

ものも減少しておりまして、既にフレッツ光及びひかり電話における宅内装置のサブアドレ

ス機能といったものを用いて、電話と検針を切り分けて行うような方式、携帯電話またはＰＨ

Ｓを利用しまして検針を行う無線方式、あるいは発信機能を有する制御装置により検針を

行う方法等、ノーリンギング通信を利用しない検針手段を組み合わせて利用しているとい

った実態がございます。こうした利用実態に即した代替サービスへの移行というものを基本

に、具体的な移行計画というものを検針事業者様と連携しながら進めてまいりたいと考えて

いるところでございます。 

次のページから 16 ページまでは、個々のサービスごとの取組状況をまとめたものでござ

います。説明は割愛させていただきますので、後ほどご参照いただければと思います。 

次に、事業者対応についてご説明をさせていただきたいと思います。17 ページ目をご

覧ください。事業者対応でございますが、事業者様とは、事業者間のＩＰ網同士の直接接

続を円滑にかつ効率的に進めるために必要となる技術面や運営面を中心とした諸条件を

関係事業者間で意識を合わせるといったことを目的としまして、いわゆるＰＳＴＮマイグレー

ションに係る関係事業者間の意識合わせの場といったものを開催いたしまして、この場で

いろいろとご議論させていただいているところでございます。これまで意識合わせの場を 12

回、詳細な議論を行うことを目的としましたアドホック検討会といったものを 15 回開催いた

しまして、議論を重ねているところでございます。これらへの参加事業者様等につきまして

は下記のとおりでございますので、ご覧いただければと思います。 

次のページからこの意識合わせの場での検討状況についてご説明をさせていただきた

いと思います。１８ページ目をご覧ください。まず、番号ポータビリティに関する検討状況で

ございますが、その具体的な実現方法につきましては、ルーチング方式とデータベース方

式に関して各社で評価を行い、検討を行っているところでございます。具体的には、発側

事業者網の方から番号移転先事業者網まで接続するルーチング方式といったものにつき

まして、これは次のページをご参照いただきたいのでございますけれども、まず、一番上の

発側ネットワークから番号取得事業者、番号を持っている事業者様、番号を持っている事

業者様のネットワークに接続いたしまして、番号取得事業者のネットワークでルーチング番

号を取得しまして、番号取得事業者のネットワークを経由して、移転先事業者に接続すると

いった転送方式、あるいはその２段目でございますが、発側ネットワークから番号取得事業

者ネットワークに接続してルーチング番号を取得する、ここまでは同じでございますけれど
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も、ここから番号取得事業者のネットワークを経由しないで移転先ネットワークに接続すると

いったリダイレクション方式が２番目でございます。３番目が発側ネットワークでルーチング

番号を取得して、移転先ネットワークに直接接続するといった発側データベース参照方式

と言われるもの、最後でございますが、発側ネットワークから番号取得事業者のネットワーク

に接続いたしまして、移転情報を取得した後、発側ネットワークでルーチング番号を取得し

た上で、番号取得事業者のネットワークを経由しないで移転先ネットワークに接続するとい

ったクエリ・オン・リリース方式という、ルーチング方式のこの４方式について検討するという

ことでやってきたわけでございますが、最後のクエリ・オン・リリース方式につきましては、必

要となるその機能が多く、課題が非常に多いということでございまして、現在はこの上の３つ

の方式について検討を進めていくといったことにしております。 

続きまして、番号データベースの管理方法といったデータベース方式につきましては、

19 ページの下段に書いてございますけれども、各社が全社分の番号ポータビリティ情報を

保有するデータベースを構築する個別データベース方式の全社データ保有型というものと、

各社が自社からポートアウトとした番ポ情報だけを保有するデータベースを構築する個別

データベース方式の自社データ保有型と言われるもの、最後に全社分の番ポ情報を保有

するデータベースを共通で構築するという共通データベース方式という、この３方式につい

て検討しておりまして、今後、これらの３方式についてコストの評価を行っていくといった状

況にございます。 

それでは、20 ページ目をご覧ください。２０ページ目は、ロケーションポータビリティにつ

いてご説明させていただきます。ロケーションポータビリティというのは、これはエンドユーザ

が所在地を変更する際に同じ番号を引き続き使用できるようにするものでございますが、こ

れにつきましては、マイグレーション完了後のＩＰ網同士の直接接続における双方向番号ポ

ータビリティの実現を前提に議論を進めているところでございます。具体的な論点といたし

ましては、同一番号で移転可能なエリアについて、事業者間で移転可能なエリアを合わせ

るべきか否かといった点、合わせる場合にはその具体的なエリアをどうするか。また、事業

者間で移転可能なエリアを合わせた場合でも、現行の移転可能なエリアと異なる場合には、

番号の地理的識別性を利用して適用されている各社のサービスで、例えば、0120 のような

ものがあるのですけれども、そういったものに影響がないかどうかといったことにつきまして、

議論を行っているところでございます。 

続きまして、21 ページ目をご覧ください。このページは、ハブ機能に関する検討状況に
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ついてご説明をさせていただきます。ハブ機能につきましては、下表にもありますとおり、ま

ず、このハブ機能の定義といたしまして、直接接続しない発事業者ＩＰ網と着事業者ＩＰ網と

の間を接続する機能という定義づけをいたしまして、具体的な実現方式を明確にした上で、

誰がその実現主体になるのかという点について検討を行うという手順でやろうということで

話を進めているところでございます。実現方式につきましては、提供範囲と具体的な機能

について検討を行っておりまして、提供範囲といたしましては、同一ＰＯＩカバーエリア内、Ｐ

ＯＩというのは、その事業者間の接続ポイントになりますけれども、これも事業者同一ＰＯＩカ

バーエリア内の接続と異なるＰＯＩカバーエリア間の接続の、この両方を検討しているところ

でございます。具体的な機能といたしましては、ＩＰ網におけるルーチング関連機能というも

のにつきまして、現在のＰＳＴＮにおけるインターフェース標準といったものを参考に、これ

に追加すべき内容がないかどうかといったことにつきまして検討することといたしており、現

在、ＰＳＴＮにおけるルーチングで使用しているＩＳＵＰ信号というものがあるのですけれども、

そのＩＳＵＰ信号のパラメータを明らかにして、そのパラメータに用いた具体的なルーチング

内容について確認を一つ一つ行っているところでございます。 

また、事業者間精算関連機能につきましては、これは次のページにもありますとおり、呼

毎精算方式と言われるものとパケット毎精算方式と呼ばれるもの、帯域／ポート毎精算方

式、お互いに払いをしないビル＆キープ方式の４つ方式について検討することといたしま

して、それぞれの方式の概要ですとか、特徴、精算に関する課題等について検討を行うこ

ととしております。現在は、これらの検討に当たって、精算が必要なパラメータの確認という

ものを行っているところでございます。各方式の評価につきましては、技術面、運用面、コ

スト面とかの観点から検討を行うことにしております。 

23 ページ目をご覧ください。ここはＮＧＮのオープン化に関する検討状況についてご説

明をさせていただきたいと思います。ＮＧＮのオープン化につきましては、ＮＮＩにおける通

信プラットフォーム機能のオープン化と、ＳＮＩにおける通信プラットフォーム機能のオープ

ン化につきまして、事業者要望を踏まえまして協議を進めているところでございます。具体

的には、下表にありますとおり、ＮＮＩのオープン化につきましては、昨年５月にある一社か

ら、自社０ＡＢ～ＪＩＰ電話のアクセスラインにフレッツ光を利用するため、当社のＳＩＰにてＮ

ＧＮの帯域確保を行う機能を提供してほしいといったご要望をいただきました。６月以降、

数度にわたり具体的な接続構成等について要望内容の具体化に向けた協議を実施して

いるところでございます。また、別の一社からは、平成 23 年９月に、ＮＮＩ・ＳＮＩにおける帯
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域確保を行う機能を提供してほしいとのご要望をいただきましたので、それらに基づき協議

を行ってまいりましたが、昨年９月に別の方法での実現要望とをいただき、それにつきまし

て、引き続き協議を実施するというところでございます。 

また、ＳＮＩのオープン化につきましては、真ん中でございますけれども、テレコムサービ

ス協会様と昨年の４月、５月に２回意見交換を行いまして、中小規模事業者に利用しやす

いようなＳＮＩメニューのご要望をいただきました。こうしたご要望を踏まえまして、昨年 12 月

に、テレコムサービス協会様及びその会員企業の皆様に対しまして、小規模な事業者様に

もご利用しやすい新たな映像配信メニューということで、具体的には「フレッツ・キャスト シ

ェア」という我々の商品メニューについてご説明しております。また、本年２月には、新しい

ストレージサービス、これも我々の商品名で申し訳ございませんが、「あずけ～る」いうサー

ビスにつきまして、情報を提供しているところでございます。 

なお、一番下でございますけれども、収容局接続機能のさらなるオープン化につきまし

ては、現時点で接続事業者様から具体的な要望をいただいてないというのが状況でござ

います。今後、具体的なご要望をいただければ、協議を通じて検討していきたいと考えて

いるところでございます。 

最後でございますが、24 ページをご覧ください。これまでご説明させていただいた項目

以外に、事業者間のＩＰ網同士の直接接続に当たり必要となる項目についての検討を進め

ているところでございます。まずは、その一つ、ＩＰ網をつなぐ基本的な課題であるインター

フェースの標準化・通話品質のあり方につきましては検討を進めておりまして、関係事業者

間の意識合わせの場での検討は完了しております。17 項目の検討項目のうち７項目につ

いては、ＴＴＣ、いわゆる情報通信技術委員会という我が国におけるその標準化団体でご

ざいますけれども、そこで標準化するものといたしまして、標準化検討要望を発出しており

まして、残りの 10 項目につきましては、事業者間で取り決めるものといたしまして、輻輳時

の運用方法については、事業者間のガイドラインで整理するという整理をいたしましたが、

９項目につきましては、それぞれ何に依拠して検討していくかということについて事業者間

で合意が図られたものでございます。詳細は、25 ページ、26 ページに記載しておりますの

で、後ほどご参照いただければと思います。 

また、事業間の具体的な接続に当たって課題となる１ＸＹあるいは０ＡＢ～Ｊですとか、００

ＸＹ等の特番呼の提供、あるいはＰＯＩ設置の複数化、事業者間の接続形態、ＩＰ網同士の

直接接続の移行方法といったものにつきましても、ここの表にあるような記載内容で検討し
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ているところでございます。また、その費用負担のあり方につきましては、議論が完了した

項目から、コスト要素の洗い出しをし、精査をし、各コストの負担方法について今後検討す

るといったような内容になっております。 

説明は以上となります。ご静聴ありがとうございました。 

○東海主査  ありがとうございました。 

電話網からＩＰ網への移行については、本格的といいましょうか、基幹的といいましょうか、

2020 年から５年ほどかけてというふうに伺っておりますけれども、それに先行いたしまして、

いろいろな動きが出始めてきていることに関して、事務局及び事業者からのご説明をいた

だいたところでございます。各々の委員のご関心の中でいろいろとご質問や、ご確認をい

ただきたいというところでございます。どうぞ。 

○北委員  幾つかあります。まず、メタル回線コストのところです。故障の修理件数からこの

稼働時間に変更ということですけれども、メタルと光を比べると、一件当たりの修理に要する

時間は、メタルを１とすると、光がどのくらいなのでしょうか。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  今まで保守費用項目につきまして、件数だけ

で見ていたところを、その件数に時間も含めて…。 

○北委員  かける時間、総時間ということでお願いします。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  かける時間というものを含めて、総時間です

ね。そういったもので費用を配賦しようとしておりまして、まさに時間につきましては、これか

ら実態把握というものをしまして、どれだけ時間かかっているかというものを計った上でやっ

ていこうと思っております。一般的には、やはりメタルより光の方がまだ少し時間が長いと思

っておりますけれども、その具体的な時間が１対何なのかといったことにつきましては、今

後、これから調査をしていたきいと思っているところでございます。 

○北委員  はい。分かりました。もう１点よろしいですか。 

○東海主査  どうぞ。 

○北委員  ＮＴＴ東西の資料の４ページ目、こういった終了するサービスについて、その代

替案として、右側の上の２つを当初警備会社さん等にご説明差し上げても、「いやいや、そ

れでは困ります」という反応だったのではないでしょうか。その結果、光回線監視サービスと

いうものをご提供することになったわけですから、ここから学べることが多くあると思います。

警備会社さんは結局、その上の２つではだめで、光回線監視サービスを提供することにな

ったのは、コストの問題だけではないのだと思います。コストの問題だけだとすれば、下手

－20－ 



すれば、ＮＴＴ東西において開発にかかるコストの方が高くなり、全ての警備会社さんに監

視サーバを無償で置いてあげた方が安くなるのではないでしょうか。ということは、おそらく

品質やセキュリティ、電力の供給とか、いろんな理由があって、上の２つではご満足いただ

けないということになったと思うのですが、このコア網をＮＧＮに移行するに当たってどこに

問題があり、どのような話し合いがあったのかを教えていただけないでしょうか。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  まず、信号監視サービスについて申し上げま

すと、実際、いわゆる警備会社様と言われるところは、大小合わせて 160 社程あります。

160 社あるうち、最初は大手の方々といろいろとお話し合いをさせていただいていたわけで

すが、最初この上２つのようなものでいかがですかというご提案をしていたのですけれども、

まさに品質と先生がおっしゃられたとおりで、上２つだけですと、どうしても家の中に泥棒が

線を切って入ってきてしまうと、その線を切っただけだと、それが単に故障で線が切れたの

か、泥棒が切って入ったのかというのがよく分からないので、例えば、銀行のＡＴＭのため

に使用されるように相当のセキュリティを必要とするようなところの監視サービスとしては、線

を切れた際、泥棒が入ってきたと推計できるような切り方だったのかどうなのかということが

わかるようなサービスとして、この信号監視サービスというのは実はそういうサービスだった

わけでございますけど、ぜひそれに替わるようなサービスを光の方でも出してもらいたいと

いうニーズが、その大手の事業者様の中からございました。 

そこで、我々としても必要であろうということで、開発を進めてまいったわけなのですが、

160 社程の警備会社様の全てにとってこのサービスが必要かというと、実は対応していく中

には、やはりコストを重視されるような警備会社様もいらっしゃいまして、上２つで良いと言

ってくれる方もいらっしゃいましたし、中には、そもそもこのような警備保障自体をやめたい

というような事業者さんもいらっしゃいました。大小それぞれいたものですから、そのような

話がありましたけれども、大きいところは、どちらかというと下側のサービスを志向される事

業者さんもいらっしゃったり、小中の方々は上だけで良いという方々がいらっしゃったりとい

うことで、全社にとって光回線監視サービスが必要と言っている状況ではないという感じで

はあります。ご説明になっていますでしょうか。 

○北委員  ということは、コストではないということでしょうか。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  ないところがあります。 

○北委員  そういうことですね。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  はい。 
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○東海主査  よろしいでしょうか。 

○北委員  そうすると、これは、信号監視通信というサービス特有の機能、求められる機能

を上２つではやはり代替できなかったということに尽きるということですね。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  はい、そうです。 

○北委員  はい、わかりました。 

○東海主査  ほかにございますか。どうぞ。 

○井手委員  先ほどのあったメタル回線のコストのあり方なのですけれども。 

○東海主査  10－１の資料でよろしいですか。 

○井手委員  はい、10－１の方です。考え方としてはよく理解できないというか、メタルの接

続料は本来上がるべきところが、今回のとおりですと、一定程度下がるということですが、Ｐ

ＳＴＮにスムーズに移行するためには、逆にメタルの接続料は上がる方がスムーズにマイグ

レーションが進むというのが当然の考え方で、これがなぜメタルの接続料が下がって、光の

方の接続料が上がるのかというのが全く理解できないというのが一つあります。 

また、先ほどあったメタルと光ファイバの配賦基準というのを見直すという点ですけども、

これが実態と今まではかけ離れていたということをＮＴＴ東西は認めるのでしょうか。それで

は、今まではメタルのほうで高いものを取って、光の方に補助していたと考えるのでしょうか。 

さらに、ケーブルの保守費用とか、電柱等・土木というものについて、その実態が本当は

どういうふうになっているでしょうか。本当の実態を反映させるほうがより適切なのではない

でしょうか。もし故障修理稼働時間等の方が実態と合っているというのであれば、私はそれ

で結構だと思うのですけれども、単に配賦基準を見直すということで、実際のコストとはかけ

離れたものでやるというのであれば、私はあまり理解できません。 

それから、もう一つ、資料 10－１の３ページですが、維持・廃止されるサービスの契約数

の推移というので、ネーム・ディスプレイが 20 万あるいは 19 万と言っていましたけれども、

もうこれは終了している一方、逆に下の方にある、もう契約数がゼロになっている 102 という

サービスもありますね。これは、契約数がゼロなのに、なぜ 2015 年までサービスを提供し

続けるのでしょうか。もっと現実に合った形で、契約ゼロのものはもう終了というふうに見直

す、あるいはその代替サービスがすでにあり、それを先ほどのネーム・ディスプレイのように

周知して、２０万いてもサービス終了するというのであれば、より契約者が少ないものについ

ても、代替サービス等の周知が徹底していれば、もう終了してもいいのではないかと思いま

す。 
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○東海主査  ２つのご質問、先に、それでは９ページからまいりましょう。まず、少し行政の

方にご説明いただきたいのですが、このメタル回線のコストの在り方に関する検討会を設

置して検討しよう、配賦基準の見直しをしようということの背景についてご説明をいただいて

よろしいでしょうか。 

○内藤課長補佐  まず、事務局から、検討会の背景についてのご説明でございますけれど

も、資料 10－1 の７ページにございますとおり、メタル回線の接続料が急激に上昇しつつ

ある傾向を示しているということが１つ目。２つ目としては、光が全ての地域で既に提供でき

ている現状であれば結構なのですけれども、現状まだそういう状況に至っていない中で、

あまりにも急激に需要が減って接続料が上がってしまい、結果として、利用者料金が上が

ってしまうことに繋がってしまうと、そのような光がない地域におけるユーザーの利便が損な

われてしまうだろうということです。１つ目は、事業者の観点から接続料が急激に上昇してし

まうと、事業環境が損なわれる。２つ目としては、ユーザーの観点からしても、特に光がない

地域において、固定ブロードバンドサービスの選択肢が、実質的に価格上昇等によってユ

ーザー利便が損なわれてしまう。このような２つが背景としてあったということでございます。 

その上で、情報通信審議会のいわゆるブロードバンド答申においては、移行を円滑化

するという観点があったかと存じます。したがって、このまま放置するとあまりにもドラスティッ

クな移行に繋がってしまいかねず、先ほどの事業環境といった観点やユーザー利便といっ

た観点から望ましくないということを前提として、それを円滑化する観点から、このメタル回

線のコストを検証するようにという答申であったかと存じます。したがいまして、そのラインに

従って、そもそも検討項目自体が答申段階で決まっていたものですから、それに沿った形

で検討したということでございます。 

また、配賦基準について個別について申し上げますと、先程の故障件数比を故障修理

の稼働時間に変えるというものは、まさに今までのドライバーをより精緻化するもので、活動

の実態に即したものになるということです。契約者数比、もともとのケーブル長比を契約者

数比に変えるというところは、もともとはそのメタル回線が圧倒的に多数を占めていた時代

には、今までのケーブル長比というものは適当であったものですけれども、メタルケーブル

については、ケーブルの撤去はなかなかできない状況がございます。というのも、ごく一部

のユーザーが残っていても、そのケーブル全体を撤去できないということが明らかとなって

まいりましたので、そういった状況において、先ほどのケーブル長比であるとか、芯線長比

といったドライバーを用いることが実態をむしろ適切に反映していないのではないかという
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観点から、契約者数比を対応することが適当であるという方向となったというものでございま

す。 

よりその実態に照らした観点というものは、ＮＴＴ東西から若干補足をいただければと存

じますが、事務局からの回答としては以上でございます。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  実態とかけ離れていたのを長く認めてきたの

かというご指摘だったのですけれども、ケーブルの保守費につきましては、件数だけで見る

よりは、確かにその時間を加味した方がより精緻なドライバーであろうとは考えておりました。

しかし、今までは、光ファイバの故障修理の手法・方法がある特定のものに何か限定される

と申しますか、手法が画一的ではなかったといいますか、どういう保守の方法をとるかという

のを試行錯誤しながらやってきたこともあり、その時間というものに非常にばらつきがあった

ため、１件当たりの故障・保守の対応時間について、決まって何分というのがなかなかとり

づらい状況にもありました。その点、これだけ光が普及したことによりまして、少しその手法

等も、我々としても統一化、画一化できるようなところまでできたものですから、そういったも

のがとれるであろうということで、そのような手法に今回この機会に見直すといったことをとっ

たものでございます。 

電柱・土木等につきましては、先ほどありましたように、ケーブル長比で行ってきたところ

ですけれども、電柱・土木というのは、直接的に何を帰納させるかという点で非常に難しい

問題があります。というのは、電柱があったときに、それにケーブルを引いているわけです

けれども、本当にケーブルの本数に比例してその電柱のコストを分けるべきものなのかどう

なのかという点で議論があるところでございまして、議論は大きく分かれる中で、電柱を使っ

ているお客様の数でその電柱のコストを分けるというのも一つの考え方でないかということ

で、この研究会の場ではご提案をさせていただいたところでございます。 

○東海主査  ありがとうございました。実は、私は、その検討会の座長でございますので、一

言だけコメントをさせていただきたいと思います。 

先生がおっしゃるように、メタルから光に移行する過程で、メタルのコストそのままでいい

のではないか、その方が移行はスムーズに進むのではないかという考えというのも、一つの

政策的な考え方だと思います。しかしながら、配賦というのは、これは分子のコストを分母の

ボリュームで割っていくわけでございますので、そのボリュームが急激に下がってくると、そ

れを単価は上昇します。そのため、今回ちょうどいい時期だということで、メタルと光のコスト

のバランスについて、もう少しスムーズに移行にする方向で見直しをやらなければいけない
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のではないかということで議論させていただいたというところでございます。その点について

はいかがでしょう。ご理解いただけましょうか。 

○井手委員  今、事務局から説明があった、未だに光ファイバが提供されていないため、ユ

ーザーの利便性を確保するということですけれど、本来、様々なサービスの提供を受けら

れる人は、光もありＡＤＳＬもある中で、やはりＡＤＳＬの方が安いからこちらを利用している

人も多いというだけの話ではないのでしょうか。確かに光がない地域の人はいるかもしれま

せんが、そういう人たちは、あまりそれを有効に利用するようなことをやっていないだけで、

例えば、先ほどの警備会社というのは、両方あるのですけれども、こちらの方が安いからこ

ちらを利用しようというだけの話ではないのでしょうか。それをもう少し早く移行させるために

は、コストに見合った方向でやるというのが本来の政策ではないかなと思います。これ以上

は言いませんが。 

○東海主査  はい。それから、３ページに戻っていただきましょう。これについては、ＮＴＴさ

んからお話しいただきます。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  このページでいきますと、例えば１０２のコー

ル数は、確かにゼロになっているわけですが、この１０２というのは、緊急、非常通話と言い

まして、何か地震等の災害が起きたときに、普通の自動通話ですとなかなか交換機に輻輳

がかかって通らないといったことがありますので、そのような場合に手動台を経由してやるも

のでございます。この期間中、たまたまコール数がゼロだったというのがまず１つ要因として

あります。また、１０２につきましては、行政等、これを使っていらっしゃる事業機関の方々と

お話をさせていただきますと、実際にこの手動は使わないケースが多く、災害時優先電話

を使って自動通話でやられているケースが多いとは聞いておりますが、使っていたお客様

も、そういったことがあまりよく分からずに、行政のマニュアル上、何か災害が起きたらこの１

０２を使いなさいということがそのままだったものですから、使用されていたケースが過去は

随分ありました。そういったところについて、我々は、そういうヒアリングできた行政の方々だ

けではなくて、全行政方々に対し、この１０２を使わなくても、災害時優先電話を使えば、そ

ういう災害時においても通信を確保することができますといったご案内を行っておりまして、

このような対応をしっかりと行い、ご了解いただけた段階では、この１０２のようなサービスの

提供をやめるといったことも含めて、画一的に必ずこのタイミングでないとやめないというこ

とではなくて、臨機応変にやっていきたいとは思っています。 

○東海主査  どうでしょうか。 
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○井手委員  はい。 

○東海主査  ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

○相田主査代理  ＮＴＴ東西の方でいろいろ対応いただいているようで、大分安心したとい

う印象です。ＮＴＴ東西の資料 10－２の６ページで、ＩＮＳネットへの対応について、ＩＳＤＮ

変換アダプタというものを開発されたということなのですけども、これに関する、国際規格と

の関係はどのようになっているのでしょうか。反対側がＰＳＴＮインターフェースなのか、ＵＰ

インターフェースなのか、どちらか分からないですけれども、そこから、結局ＳＩＰのメッセー

ジ出してということで、当面はＮＴＴ東西のＮＧＮ内に閉じた話かもしれないのですけれども、

将来的にそれが結果的に国際通話になるようなことになると、私もあまりよく存じていないの

ですが、ＩＳＤＮは開発当初、特に国際通信に関するトラブルが多かったというようなことも

聞いておりますので、きちんとこの国際にまたがったＩＳＤＮのエミレーションができるような

方向にちゃんとお考えいただければと思います。というのが１点です。 

あともう１点、番号ポータビリティの話があったのですけれども、０１２０、０８００、フリーフォ

ンの番号ポータビリティ等は、このＰＳＴＮマイグレーションに係る関係事業者の意識合わ

せの場での検討というのは進んでいるのでしょうか。 

以上、２点お願いいたします。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  １点目の国際規格に則った形でというお話は、

当然我々もそういうことはやっていかなくてはいけないと思っていまして、私が聞いている

話では、これをつけて国際通話ができなくなるということはないとは聞いております。ただ、

国際標準かどうかという点については、申し訳ありません。 

○相田主査代理  おそらくＩＳＤＮエミレーションは、まだＩＴＵでもまともに審議されていない

のではないかなとは思います。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  そうですね。 

○相田主査代理  先にこれを作ってしまったという言い方は変ですけれども、そうであれば、

ぜひそれをしっかりと国際標準にするように、ぜひご努力いただけたらと思います。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  わかりました。 

○東日本電信電話株式会社（大平部長）  ０１２０のお話で、２４ページ、ご参照いただきた

いのですけど、いわゆる特番呼等の接続ということで、０１２０や０８００番等の着信課金サー

ビス、それから、ナビダイヤル等のいわゆる０ＡＢ０の特番呼につきましても、どのように接続

していくかというようなところを事業者間で検討しております。現在、接続方式としては、物
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理的な電話番号によって相手網に渡すというような形で行うというところまで合意したところ

で、かつ、その番号ポータビリティの中でも、いわゆるＭＮＰ、モバイルのナンバーポータビ

リティとか、こういうフリーダイヤルのナンバーポータビリティ、こういったところの整合性も含

めて検討していこうということになっており、技術的方式を中心に検討を進めているところで

ございます。 

○東海主査  よろしいでしょうか。 

○相田主査代理  はい。 

○東海主査  ほかにいかがでしょうか。石井委員、どうぞ。 

○石井委員  利用者対応の部分で、お客様に対する周知といったことが書いてあるのです

けれども、消費者としてのお客様に対する特別な配慮をなされているのでしょうか。事業者

と契約する場合と観点が違うのではないかという気がしますが、この点はどのようにお考え

かでしょうか。 

もう一つ、よく分からないのですけれども、ＩＮＳネットで光開通が困難なテナントビルにお

いて、露出配線をするといったことも書いてあるのですが、これはテナントビルだけなのでし

ょうか。住居等ですと、この手法はあまり好まれないようなところもあるのではないかと思いま

すが。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  １点目ですが、私が間違った解釈でお話しし

ていたらご指摘いただきたいのですけども、いわゆる一般の消費者の方々に対する周知

活動という意味でいきますと、今回挙げている代表的な例でいきますと、例えば、ナンバー

ディスプレイのようなサービスにつきまして、一般のお客様には様々な周知文書みたいなも

のを、とにかく１回だけではなく、２回、３回と繰り返してご周知をして、代替方法はこんなも

のがありますよということも含めてご案内していくという対応をとっておりまして、これから終

了するサービスにつきましても、同様の手法で周知を図っていくということ思っております。 

２点目のこの露出配線方式と言っているのはビルをイメージしていまして、例えば雑居ビ

ルみたいなところですと、配管がもう詰まっているといいますか、もうそこに光配線を引き込

めないというケースがありまして、そうなると、壁に穴をあけないと配線が通らないという場合

があるものですから、いろんな配線工法というのを編み出して、いわゆるビルのような建物

向けにこのような手法を出しています。 

一般のご家庭の場合には、基本的にはあまりそのようなことはなく、一戸建てですと、例

えば、クーラーの挿入管のようなところがあるのですけれども、そういう部分から光配線を引
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き込める場合もありますし、あるいは新築の住宅ですと、大体みなさま家の中に配管をつく

っていますので、そういったところを使って光配線を引くことができます。 

一般の一戸建てのお客様とこういう集合型の大きなテナントビルみたいなところと分けて、

かつ、テナントビルも、昔ながらの古いビルで配管も何も用意されないようなところに入って

いる個々のお客様の中には光を使いたいというお客様もいらっしゃるので、そのためにや

っているのがここに書いてあるような工法の紹介ということになります。 

○東海主査  簡単に言えば、画一的にではなくて、個々のケースに応じて臨機応変、フレ

キシビリティをもってやっていくというご姿勢と理解してよろしいでしょうか。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  はい。 

○東海主査  長田委員、いかがでしょうか。 

○長田委員  これまでの議論における数回のヒアリングの中で、クレジット決済に関して、そ

のまま使わせてほしいという要望が非常に強かったと思うのですが、それはこの何とかアダ

プタで解決するということでしょうか。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  クレジット決済のケースにつきましては、クレジ

ット決済も色々なやり方がありまして、普通の通話モード、音声と同じような信号を使ってや

るものはこのアダプタで大丈夫なのですけれども、そうではなくて、多くの場合はＩＳＤＮ固

有のデジタル通信モードや IＮＳパケットを使っており、その場合にはこのアダプタでは対

応はできません。したがって、光に対応した決済端末が多く、そちらに移行されているお客

様もいらっしゃいますので、クレジット決済を持っているようなお客様に対して、機器の更改

に際してそちらの方に移行をお願いして回っているところでございます。 

○長田委員  そうすると、クレジットの利用数が非常に少なくて、古い小さなお店等は対応

できるような感じでもないのでしょうか。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  その点はですね…。 

○長田委員  あ、なるほど。クレジット会社によって。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  はい。クレジット会社様によってというところは

結構あります。 

○長田委員  クレジット会社によって違うのですね。まだまだこれに関しては、自主的な移

行を何とか勧めていくという状況であるということでしょうか。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  そうですね。例えば、大手の方々ですと、実

はクレジットで決済できるようにするためには、センタ側で問合せに対して認証しなければ
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いけないのですけども、意外とセンタ側は、光でも対応できるような方式を既にとられている

ということはあります。しかし、そういう大手のお客様でも、そうではなくて、電話でしか対応

できないとか、ＩＳＤＮ対応できないものにも含めて、全部に対応できるような形をとっていら

っしゃって、どちらかというと、発側の端末側の方を変えていくというのは、やはり一斉に変

えるとお金が一遍に出ていってしまうものですから、それはタイミングを見ながら変えていこ

うというような感じでありまして、そういう更改のタイミングにぜひクレジット端末を置きかえて

いただけませんかといったことはお願いをしております。 

○長田委員  なるほど。それと、もう１点。記憶では、ハブ機能を誰が担うのかというところに

ついても非常に関心が高かったと思います。今回は、まず、その誰が担うかという前の段階

の検討をしておられるというふうに書いてありますけれども、具体的に関係者によるその意

識合わせの場ではどの程度話が進んでいるのでしょうか。 

○東日本電信電話株式会社（大平部長）  21 ページになってくると思うのですけれども、ハ

ブ機能については、ＡとＢという事業者が直接繋ぐだけではなく、その間にＣという事業者

が入ってきます。Ｃという事業者網にルーチングするためにどういうような機能を具備しなけ

ればいけないか、つまり、今のＳＩＰ信号では具備してないという想定に立っているのですけ

れども、ＰＳＴＮにおいてＩＳＵＰ信号で持っている機能をＩＰ網のＳＩＰ信号にどう具備する必

要があるのかという点について、まさに信号の差分みたいなことを検討して、どのような信

号を持たなければいけないのか等、技術陣を中心に検討している状況でございます。そう

いうことを決めて、必ずしもＮＴＴ東西だけではなくて、もちろんＣにはいろんな事業者さん

が入り得ると思いますので、そういう中で、事業者共通のその信号としてどう持ち合うべきか

というところを引き続き検討してまいりたいと考えております。 

○東海主査  ありがとうございました。一通り委員の方からご確認をいただきましたが、何か

ほかにご発言ございますでしょうか。 

○相田主査代理  総務省の資料でいいますと、４ページ、ＮＴＴ東西の資料でいうと 15 ペ

ージのノーリンギング通信の回線数なんですけれども、ＮＴＴ東西の資料の 10 ページで言

う回線数というのは、検針事業者の数と思ってよろしいでしょうか。つまり、実際の検針して

いるメーターの数が４８８ということではないということでよろしいでしょうか。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  まず、４８８という数字は、少なくとも、エンドユ

ーザ様の数ではないと思います。 

○相田主査代理  はい。10 ページの絵でいう左側、制御装置、あるいはノーリンギング装
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置の数ということでしょうか。 

○相田主査代理  ＮＴＴ東西の資料でいうならば 15 ページです。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  15 ページですね。 

○相田主査代理  488 回線という言い方になっているのですが。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  これは、左側でいう検針事業者と書いてあると

ころがあると思いますけれど、そこに伸びている加入電話の数を書いております。 

○相田主査代理  右側の検針対象が何件ぐらいあるかというのは、ＮＴＴ東西では把握して

いらっしゃらないのでしょうか。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  戻ればあるかもしれませんが、検針対象の数

というのはうちだけではないところもありまして、全部が全部網羅的にできるかというのはな

いのですけれども、戻れば、ある程度のものはお答えできるかもしれません。 

○相田主査代理  そうですか。影響の大きさという意味では、精緻な数字でなくてもいいの

ですけれども、その検針対象がどれくらいの規模であるかということを教えていただければ

と思います。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  はい。 

○東海主査  後日、お調べいただいてよろしいでしょうか。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  はい。調べてみます。 

○東海主査  よろしくお願いします。ほかにございますか。 

○北委員  そういう意味では、ここに出ている数字というのは、それぞれどのレベルでの数

なのでしょうか。末端のエンドユーザの数のものと事業者側のものが入り混じっているという

ことでしょうか。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  そうですね。入り混じっていますね。 

○北委員  それが分かるようにしていただければと思います。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  はい、分かりました。 

○相田主査代理  基本的にＮＴＴ東西から見た契約の数に近いものでしょうか。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  そうです。 

○相田主査代理  その回線と言っているものが、当然１契約で 10 回線とかいうようなものも

あるかもしれませんが。 

○東日本電信電話株式会社（北村部門長）  それでは分かる範囲で、追える範囲で調べて

みたいと思います。 
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○東海主査  よろしくお願いします。ほかにいかがでしょうか。では、１点だけ、私から。今日、

ＮＴＴ東日本の方が代表でお話しされましたけれども、西固有のご事情等はございません

でしょうか。 

○西日本電信電話株式会社（池冨担当部長）  基本的には、ユーザ対応、事業者対応とも

に同じように共同施策を進めておりますので、本日載っている内容に関してはありません。 

○東海主査  ありがとうございました。 

概ね予定した時間が参りましたので、今日はこれで終わりとさせていただきたいと思いま

す。この委員会は、何らかの報告をまとめるということではなくて、利用者や事業者の方々

に大きな影響を与えるマイグレーション問題について、そのステップを時宜に適ったときに

確認をさせていただくという作業をするということで、そのような意味では、今回はまだ手前

の段階ではありながらも、よいご報告いただけたなという感じがいたしております。 

それでは、次の、今度はまた適切な時期に確認をさせていただきますが、そのあたり。 

○石谷課長補佐  次回の開催につきましては、現在のところまた未定でございます。開催

予定決まり次第、また改めて事務局よりご連絡させていただければと存じますので、よろし

くお願いいたします。 

○東海主査  ありがとうございました。第１０回会合、終了でございます。ご苦労さまでござい

ました。 

                                  《以上》 
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